
作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

80件以上

【前期目標】
40件以上

119件 「にいがた2km」の魅
力発信事業

市民・団体・企業・学校等と連
携して「にいがた2km」の魅力
や取組を発信していきます。
（例：「にいがた2km」ロゴマーク
の活用、各種イベント等の共
催・後援、学校での講演等）

学校等での講演をはじめ、
119件の情報発信を行い、
積極的に周知を進めること
ができた。（ロゴマーク活用
50件、各種イベント等の後
援20件、学校等での講演
49件）

13,000回/月

【前期目標】
同上

平均19,000回/
月

「にいがた2km」の魅
力発信事業

特設HP「ニイガタニキロニュー
ス」を通じて、「にいがた2km」
の魅力や取組を積極的に発信
していきます。

閲覧数は平均19,000回/月
となった。コンテンツの充実
を図り、広告なども活用し
ながら、広く情報発信を行
うことができた。

のべ25社以上

【前期目標】
12社以上

64社 にいがた2kmおいしさ
DX産学官共創プロ
ジェクト

個別企業への訪問に加え、説
明会等を積極的に開催するこ
とで、にいがた2kmおいしさDX
産学官共創プロジェクトへの参
画企業を増加させます。

説明会の開催や個別の企
業訪問を行うことで、参画
企業数が64社となり、当初
の目標を上回った。

4事業以上

【前期目標】
マッチング実施
及び事業計画
作成支援

6事業 にいがた2km・8区連
携
オープンイノベーショ
ン推進事業
にいがた2km魅力創
造・8区連携支援補助
金

「にいがた2km・8区連携オープ
ンイノベーション推進事業」を
通じて創出された国内外から
稼げる事業を対象に、補助金
による支援を行います。

オープンイノベーション型6
事業の創出を行った。1件
当たりの補助額が補助上
限未満の事業が3件あった
ため、予算の範囲内で当
初の目標を上回る事業を
採択することができた。

3グループ以上

【前期目標】
2グループ

4グループ 新潟駅・万代地区周
辺将来ビジョン推進事
業

「新潟駅万代地区周辺将来ビ
ジョン」の具現化に向け、令和5
年3月に設立したエリアプラット
フォームの活動を支援していき
ます。

4グループを設置した。
・人中心の道路空間
・推し活
・アーバンファーミング
・デジタルツインのまちづく
り

東大通社会実
験及び道路空
間再構築検討
会議を実施す
る

【前期目標】
都心のまちづく
り本部会議で
議題にあげる

1回実施 東大通“人中心の空
間づくり”推進事業

本市都心軸である東大通にお
ける人中心のウォーカブルな
空間づくりを目指し、公民連携
で社会実験を実施するととも
に、道路空間再構築に向けた
基本方針案の作成に向けた道
路空間再構築検討会議を開催
します。

道路空間の活用によるエリ
アマネジメントの可能性を
探る社会実験を春と秋に
実施するとともに、３月に
検討会議を実施した。

300名以上

【前期目標】
年間講座企画
の確定

364名 にいがたまちあそび学
校KAIKOU！推進事
業

若い世代が「まち」や「ひと」と
つながり、主体的にまちに関
わってもらうことを目的に、公
民連携でにいがたまちあそび
学校「KAIKOU！」を実施しま
す。

実行委員会を中心に効果
的に企画・告知・運営を行
い、目標を大幅に上回っ
た。
参加者数：364名

古町地区でリノ
ベーションス
クールを実施
【前期目標】
物件の掘り起こ
し：2件以上

1回実施（3日
間）

地域の潜在資源を活
用したリノベーションま
ちづくり推進事業

古町地区の遊休不動産を活か
した民間主導によるエリアリノ
ベーションを生み出し、エリア
の価値を向上していくため、新
たなプレイヤーの発掘や育成、
事業化に向けた支援を行いま
す。

事前講演会を2回開催し、
それぞれ約100名の参加
があった。
スクール本番までに、3物
件を確保し、定員18名に対
し、24名の申込があった。

4

にいがた2kmを舞台に、次代を担う
人材がつながり合うことで、まちに
新たな価値を生み出し、我がまち
への誇りと愛着を育みます。

政策14‐2‐①

にいがたまちあそ
び学校
「KAIKOU！」の延
べ参加者数

引き続き、民間コミュニケー
ターと連携しながら、ターゲッ
トに合った企画を進めつつ、
企業からの協賛を集め、官民
連携でまちに関わる若者を増
やしていく。

リノベーションス
クールの実施

引き続き、スクールを実施し、
民間プレイヤーを発掘・育成
しつつ、これまでの受講生の
実績を効果的に発信すること
で、さらなるプレイヤーの発
掘につなげていく。

○

3

「居心地がよく、市民が主役になる
まちづくり」を具現化していくため、
公共空間を活用した社会実験の実
施や、エリアプラットフォーム等の
多様な主体が連携する取組を支
援していきます。

政策14‐2‐①
行財3‐2‐③

駅・万代周辺地区
周辺エリアプラット
フォームメンバーが
主体となったワーキ
ンググループの設
置数

引き続き、エリアプラット
フォームの活動として、勉強
会などを重ね、具体化してき
た段階でワーキングの設置を
行う。

東大通社会実験及
び道路空間再構築
検討会議を実施す
る

引き続き、ウォーカブルな空
間づくりに向けた検討を進め
ていく。

○

2

都心エリアの活力と8区の持つ魅
力を結び付け、発展させていくこと
で、「地域外から稼ぎ、地域内で経
済が循環する取組」を推進します。

政策14‐2‐①

おいしさDX共創コ
ミュニティ参画企業
数

引き続き、個別の企業訪問な
どを行うことで、参画企業数
を増加させていく。

にいがた2km魅力
創造・8区連携支援
補助金の事業採択
数

引き続き、新事業創出に向け
た機運の醸成を図る。

○

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

1

都心のまちづくり「にいがた2km」
の取組を組織横断で効果的に推
進するとともに、市民の皆様と一体
となって進めていくため、積極的に
情報を発信していきます。

政策14‐2‐①

公民連携による情
報発信の取組件数

若年層をはじめ、幅広く「にい
がた2km」の魅力や取組に関
する情報を発信し、引き続き
周知の促進を図る。

特設HP「ニイガタニ
キロニュース」の閲
覧回数／月

主な取組（事業）

これまでの閲覧回数の増減
要因を分析するとともに、ＳＮ
Ｓをはじめとした様々な媒体
との連携を図ることで、引き
続き、効果的な情報発信を行
う。

○

No.

組織目標 指標

R7.4.3

組織名（部） 都市政策部
組織名

（準部・課・機関名）
政策監グループ R8.3.31

組織目標管理シート

年度 令和7年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・都心エリアの平均地価変動率

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策14-1-①

候補地区の区
域区分の変更
に向け、関係者
との調整を進
めます。

関係者調整を
進め、3地区の
区域区分を変
更した。

・区域区分の見直し
・区域区分の見直しに
伴う開発地区の地区
計画の策定

・区域区分の見直しに向け、候
補地区の調整を進めます。
・区域区分の見直しを行う開発
地区の地区計画を策定しま
す。

○

候補地区のうち、3地区は、
区域区分の変更が完了し
た。残りのうち10地区につ
いて、関係者調整のうえ、
都市計画手続きが概ね完
了した。

2 政策14-1-①

都市計画基礎
調査（過年度に
実施してきた調
査項目を基にし
た集計解析）の
実施

都市計画基礎
調査の集計解
析実施

・コンパクトなまちづく
りの推進

・都市計画基礎調査により都市
の現状を把握しながら、既決定
の見直しの検討を含め、立地
適正化計画に基づく居住や都
市機能の緩やかな誘導を図り
ます。

○

・都市計画基礎調査の成
果から集計解析を行い、都
市の状況・変遷並びに課題
等を把握しました。

・盛土規制法の
運用開始

・宅地造成及び特定
盛土等規制法に基づ
く制度運用

・盛土規制法の円滑な制度運
用に向けた検討及び各種基準
類の作成、関係団体等への周
知を行うとともに、審査等体制
の確立・能力向上を図ります。

盛土規制法の円滑な制度
運用に向けた検討及び各
種基準類の作成、関係団
体等への周知を行い、審
査等体制の確立・能力向
上を図りました。

調査結果の周
知及び液状化
対策の方向性
取りまとめ

・能登半島地震宅地
等液状化対策支援

・能登半島地震による被災状
況の整理、ボーリング調査結
果等を基に解析を行い、街区
単位の液状化対策など、方向
性の取りまとめを行います。

・ボーリング調査の解析結
果から街区単位の液状化
対策工法として「地下水位
低下工法」の採用を決定し
たほか、事業実施に係る要
件など事業の方向性をとり
まとめ、住民説明を行いま
した。

4 行財1-4-② 15日 18.4日

年次有給休暇の取得
日数の向上

年次有給休暇の計画的、積極
的取得をさらに促進するため、
業務の進め方に常に工夫を検
討するほか、年次有給休暇の
取得しやすい職場の雰囲気づ
くりを行います。

○

年次有給休暇を取得しや
すい職場の雰囲気づくりを
行ったとともに、業務の進
め方を検討したことにより、
年次有給休暇の取得日数
の向上を達成しました。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

居住誘導区域に住む人口割合

組織名（部） 都市政策部
組織名

（準部・課・機関名）
都市計画課 R8.3.31

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

　都市と田園・自然が調和・共生
し、多様な個性や魅力があふれる
地域の集合体であるという新潟市
の強みを活かし、多核連携型のま
ちづくりに取り組みます。

　都市計画制度の
適切な運用

令和7年度に区域区分の所
定の手続きが完了した10地
区について都市計画変更の
告示を行います。また、残り
の候補地区について、地区ご
との進捗に応じて関係者との
調整を進めます。

主な取組（事業）

　地域資源や既存の都市ストック
を有効活用し、地域や生活の拠点
へ居住や生活利便施設などの都
市機能を誘導するなど、持続可能
でコンパクトなまちづくりを推進しま
す。

　都市計画基礎調
査による居住や都
市機能の誘導状況
確認

・都市計画基礎調査の結果も
踏まえ、Ｒ８年度から新潟市
立地適正化計画の見直し作
業に着手していきます。

　宅地造成及び特
定盛土規制法（通
称：盛土規制法）の
運用

・今後とも適正な制度の運用
を図るため、審査能力等の更
なる向上を図っていきます。

地震時の液状化対
策の検討

・引き続き、丁寧な住民説明
を継続するとともに街区また
は自治会単位での意向確認
アンケートを実施していきま
す。
・併せて対策工事に向けた試
験施工及び概略設計に着手
し、対策工事の安全性と確実
性を確認します。

すべての職員がライフステージに
合わせて柔軟に働き続けられるよ
う職場環境の整備を進めます。

年次有給休暇の取
得日数（職員1人当
たり）

引き続き、年次有給休暇を取
得しやすい職場の雰囲気づく
りを行うとともに、業務の進め
方を検討し、年次有給休暇の
取得日数の向上を図っていき
ます。

　災害から市民の生命・財産を守
る観点から、土地に係る有効な規
制や対策の実施に取り組みます。

3 政策14-4-① ○

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策14-2-②

7件
（令和6年度6
件）

6件
（新規着工件
数0件）

市街地再開発事業の
促進

都市再生緊急整備地域の規
制緩和等を活用し、民間都市
開発事業（新潟駅南口西地
区、西堀通5番町地区他）が進
めていけるよう、事業者との相
談・協議・調整を行うことで、着
実な事業促進に努めます。

×

新規着工件数は0でした
が、JR東日本による、新潟
駅万代口東地区の都市計
画提案を受け、都市計画
決定を行うなど、着工に向
けた手続きを着実に進め
ました。

2 政策14-3-①

・住居・交流拡
大ゾーンの開
発に伴う組合
設立に向けた
指導など、賑わ
い創出の実現
に向け、法に
基づく各手続き
を関係者ととも
に実施
・開発に伴う交
通需要を踏ま
えた交通検討
の実施、及び
対策に係る協
議・調整

・5月交通対策
連絡協議会を
開催し、交通検
討業務の進め
方などを確認
・6月組合設立
認可
・9月都市計画
道路の工事に
着手
・11月交通対
策連絡協議会
を開催し、交通
検討業務の進
捗状況などを
共有

鳥屋野潟南部地区の
総合的な整備

都心の機能を補完する鳥屋野
潟南部地区において、交流・賑
わいなどの複合拠点の形成に
向け、土地区画整理法による
手続きを進めるとともに、開発
に伴う交通需要を踏まえた交
通検討を実施し、対策に係る
協議・調整を進めます。

○

6月に土地区画整理組合
の設立認可を行い、組合
事業が開始されました。こ
れに伴い、9月に地区内を
横断する都市計画道路の
工事に着手しました。
また、地区周辺の交通量
調査を実施し、詳細な交通
検討業務に着手するととも
に、11月に開催した交通対
策連絡協議会において、
業務の進捗状況などを関
係機関と共有し協議を行
いました。

古町花街地区
の景観計画特
別区域指定に
向けた住民説
明会など、法手
続きの実施

・6月地元関係
者へ説明
・10月～11月
パブリックコメ
ントの実施
・1月都市計画
審議会へ意見
照会実施

歴史的まちなみ保全
活用事業

景観計画特別区域及びその周
辺において、歴史的建造物の
保全及びこれと調和した街並
みの創出に取り組みます。

地元関係者向けの説明
会、パブリックコメントによ
り、特別区域指定に向けた
意見聴取を行い、都市計
画審議会へ意見照会、景
観審議会へ諮問を行うこと
で、施行に向けた下地を作
ることができました。

白山公園のラ
イトアップ方針
の策定

夜間景観の整
備に向け、ライ
トアップ方針の
策定のための
業務委託を実
施

夜間景観創出事業 快適な都市空間の形成や、夜
間の滞在率向上による交流人
口の拡大を図るため、夜間の
目的地となる拠点整備を進
め、都心エリアの魅力ある夜
間景観の創出に取り組みま
す。

夜間景観の整備に向け、
調査、整備方針の検討業
務を実施しました。

4 政策14‐2‐①

10周年を記念
するイベントに
向けた事業の
推進

2026ASPAC新
潟大会など、他
団体イベントと
連携を推進

・都心エリア水辺空間
賑わい創出事業

公民連携のもと、賑わい空間
の創出や多様なイベントの開
催等により、水辺空間の利活
用促進に取り組んできた「ミズ
ベリング信濃川やすらぎ堤」
が、令和8年度に10周年を迎え
ることから、記念イベントに向
け、事業を推進します。

○

来年度開催されるJCI
ASPAC新潟大会との連携
により、ミズベリング会場
内でのイベント実施を計画
するなど、水辺空間を活か
した取り組みを推進しまし
た。

5 行財1-1-①

4回/人（48人） 4回/人（48人） コンプライアンスの推
進

職員研修などにより、コンプラ
イアンス意識の浸透・徹底を図
るとともに、内部統制制度に基
づいた事務ミスの事例を共有
することで、コンプライアンスの
推進に取り組みます。 ○

課内研修を4回実施しまし
た。

・ハラスメント研修（5月）
・カスタマーハラスメント研
修（7月）
・事務ミス防止研修（11月）
・コンプライアンス研修（12
月）

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.5.19（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

都心エリアの平均地価変動率

組織名（部） 都市政策部
組織名

（準部・課・機関名）
まちづくり推進課 R8.1.16

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

都市再生緊急整備地域の規制緩
和などを活用し、都心エリアの再
開発に合わせた防災機能強化、
脱炭素化、緑化、賑わい創出など
を進めます。

都市再生緊急整備
地域等の民間都市
開発事業などの新
規着工件数（累計）

引き続き、新潟駅万代口東
地区の着工に向け、事業者
と調整を進めるとともに、都
市再生緊急整備地域の活用
による民間開発の協議・着工
を促進します。

主な取組（事業）

鳥屋野潟南部地区における住居・
交流拡大ゾーンの開発促進など、
複合拠点としての整備を促進しま
す。

鳥屋野潟南部地区
における住居・交流
拡大ゾーンの開発
促進に向けた関係
者協議・調整の実
施

引き続き、交流・賑わいなど
の複合拠点の形成に向け、
組合事業が円滑に進むよう
必要な支援や助言を行いま
す。
併せて、詳細な交通検討を
進め、その結果を基に具体
の交通対策について、関係
機関とともに協議・調整を進
めます。

景観計画、景観条
例及び屋外広告物
条例の改正

令和8年度の景観条例改正、
特別区域施行に向け、引き
続き、取り組みを行います。

夜間景観創出事業
の実施

政策14-2-①

都心エリアにおいて、良好な景観
形成、緑化の推進、水辺空間の魅
力創出、公共空間の利活用など、
公民連携による取り組みを進める
ことで、魅力と価値の向上につな
げます。

3

都心エリアにおいて、良好な景観
形成、緑化の推進、水辺空間の魅
力創出、公共空間の利活用など、
公民連携による取り組みを進める
ことで、魅力と価値の向上につな
げます。

ミズベリング10周年
記念に向けた事業
の推進

令和8年度はASPAC新潟大
会など他イベントとの連携を
進め、ミズベリング10周年を
盛り上げるため、さらなる水
辺空間の魅力向上に向けた
取り組みを進めます。

適正な事務の執行を確保するた
め、コンプライアンスの徹底、内部
統制制度による事務ミスや不正の
発生防止に努めます。

課内研修会参加人
数（総人数）

引き続き、適正な事務の執行
のため、コンプライアンスの
徹底や、内部統制制度に基
づいた事務ミスや不正の発
生を防止することを目的に研
修を実施します。

令和9年度の基本設計に向
け、令和8年度は基本計画と
なる保存活用計画を策定し
ます。

○

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策14-1-②

前年度実績以
上

25.9回/人・年 路線バス運行円滑化
促進事業

新潟駅バスターミナルの供用
開始を契機として、バス環境の
改善に向けた案内サインの強
化、南北路線の実態把握と調
査検討を行い、路線バス運行
の円滑化を図ります。

○

・市民一人当たりのバス利用
回数は昨年度と同水準を維持
した。運行事業者と協働してバ
スの新たな需要喚起策を継続
的に実施したことにより、目標
を達成した。

2 政策14-1-②

１事例/年
（令和4年度か
らの累計4事
例）

２事例/年
（令和4年度か
らの累計5事
例）

生活交通効率化事業 利用者が低迷する生活交通や
郊外の路線において、地域の
状況やニーズを踏まえ、集約
化・効率化やICTなど最新技術
の導入を含めた改善の検討を
行います。

○

・コミュニティ佐潟バスにおい
て、減便及び運賃値上げを行
い、その後、事業者移管により
車両のダウンサイジングを実
施
・西区バス坂井輪ルートにおい
て、小針駅前広場への乗り入
れを含む運行ルートの変更を
実施

3

512,000人 575,368人 区バス・住民バス等運
行事業

区バス、エリアバス×タクの運
行や、地域が主体となって運行
するバス路線に対して、運行費
の一部補助等の支援を行い、
生活交通の確保に努めます。

○

・目標を上回る利用者数を達
成した。区だよりでの広報活動
や、若者に向けた利用促進事
業等が、着実な利用促進につ
ながった。

4

1.55回転/日 1.93回転/日 にいがた２ｋｍシェア
サイクル

まちなかの回遊性向上や公共
交通の補完等を目的に、運営
事業者と協働でシェアサイクル
を運用します。 ○

・目標値を0.38ポイント上回り、
目標を達成した。利用状況に
応じたポートの移設とともに、
運営方法の見直しにより運営
の安定化を図り、着実な利用
促進につなげた。

5 行財1-4-②

30時間以下 22.4時間 職場内での業務分担
の調整による時間外
勤務時間の平準化

特定の職員の時間外勤務時間
が増大している場合は、職場
内で業務分担の調整を行い、
時間外勤務時間の平準化を図
ります。

○

・業務の効率化と担当者間の
平準化を図り、目標を達成し
た。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

自家用車に頼らなくても移動しやすいと思う市民の割合

組織名（部） 都市政策部
組織名

（準部・課・機関名）
都市交通政策課 R8.3.31

各区と都心方面を結ぶ公共交通
サービスの向上や交通結節点の
強化など、都心アクセスの強化を
図るとともに、駅、港、空港などの
広域交通拠点と二次交通を連携さ
せた主要エリア間のアクセス強化・
回遊性の向上に取り組みます。

市民一人当たりの
バス利用回数

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

・引き続き、高齢者や中高生
の利用促進を図るとともに、
新たな利用者層の開拓を進
め、バス利用のさらなる増加
に取り組む。

主な取組（事業）

地域に根差した多様な移動手段を
確保するため、小型バスはもとよ
り、タクシーなどの小型車両を組み
合わせ、利便性と持続可能性を併
せ持つ新たな移動手段の構築に
取り組みます。

地域と連携した生
活交通路線の効率
化・集約化などの改
善事例

・引き続き生活交通路線の効
率化などの改善を図ってい
く。
（R8年度は南区における生活
交通効率化の実証運行を予
定）

生活交通の確保維持・強化に向け
た「暮らしを支える移動手段（マイ
カー以外）を地域で育む交通戦略」
を展開します。

区バス・住民バス・
エリアバス×タクの
年間利用者数

・引き続き、更なる利用促進
を進めていく。

都心部の移動円滑化に向けた「ま
ちなかの賑わいを創出する交通戦
略」を展開します。

にいがた２ｋｍシェ
アサイクル利用回
転率（年度平均）

・これまでの運営手法や利用
状況の把握・分析を基に、事
業のさらなる安定化とサービ
ス向上を図り、一層のステッ
プアップを目指す。

所属職員が、子育てや介護などの
ライフステージに合わせて柔軟に
働き続けることができるよう、職場
環境の整備などを進めます。

一人当たり月平均
時間外勤務時間数

・引き続き業務改善と効率化
を推進し、更なる時間外勤務
の縮減を図るとともに、職員
の健康に配慮した働き方の
向上を図る。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1回 1回

前年度比100％
以上

専用利用件数
前年比+42.0%
(186件)
利用者数
前年比+12.2%
(163,646人)

指定管理者と
の協定締結

協定締結
（R8.4.1予定）

3 政策14-2-①

将来ビジョンの
進捗管理

新潟県と連携し
ながら、将来ビ
ジョンを進捗させ
るため、新たな
取組を実施（万
代島地区関係
者勉強会5回実
施、万代島地
区広報活動な
ど）

万代島にぎわい空間
の創造事業（将来ビ
ジョン）

行政や民間が一体となり、万
代島地区の更なるにぎわい創
出と活性化を図るため、関係
者と将来ビジョンの実現に向け
た方向性を共有しながら、エリ
アの魅力と価値の向上に資す
る取組を推進します。

○

・新潟県と連携しながら、万代
島地区関係者と勉強会を5回
開催し、将来的な理想像や、
具体的な取組を共有しました。
そのうえで、万代島地区をＰＲ
する新たな広報活動を開始し
たほか、次年度以降のエリア
マネジメントに向けた課題と役
割分担を共有しました。

3回 3回実施

1回 国要望：2回
県要望：1回

5
政策14-3-①
行財3-2-②
行財3-2-④

3回以上 協議会開催3回 新潟空港周辺まちづく
り協議会の開催

地元自治会代表、県、市で構
成するまちづくり協議会を開催
し、空港周辺地区のまちづくり
や、環境対策、共生活動につ
いて協議します。

○

・今年度は、協議会を３回開催
し、周辺住民と活発な意見交
換を行い、空港周辺環境対策
事業の円滑な運営につなげる
ことができました。

2

新潟空港の耐災害性を強化すると
ともに、空港運営の最適化、駅や
港などと空港をつなぐ利便性の高
いアクセスの検討、航空ネットワー
クの充実・強化により活性化を図り
ます。

政策14-3-①
行財3-2-④

4

政策14-3-①
行財3-2-④

新潟港における耐震性やコンテナ
ターミナル機能の向上など、港湾
機能強化に向け整備を促進すると
ともに、クルーズ船誘致やポート
セールスを行い、新潟港の利用を
活性化します。

1

組織目標管理シート

年度 令和７年度

組織名（部） 都市政策部
組織名

（準部・課・機関名）
港湾空港課

No.

組織目標 指標

取組指標

国際物流展の出展

R8.3.31

主な取組（事業）

みなと拠点化・活性化
推進事業

新潟港の利用活性化を図るた
め、港湾施設の整備促進に係
る国等への要望活動のほか、
コンテナ貨物の輸出支援や、
ポートセールス等の取組を県
等と連携しながら推進します。

○

・昨今、経済情勢が不透明さを増
しているが、インセンティブ補助
制度をPRしながら、新潟港セミ
ナーや国際物流展を契機に新潟
港へ興味を示す企業に対し、
ポートセールスを引き続き県や
N-WTTと連携して取り組みます。
また、国際物流展の出展に係る
体制の再構築に向けて、県など
関係者と調整を進めます。

・国際物流展では新潟港ブー
スに431人の訪問があり、後日
改めて13社にポートセールス
のフォローにつながった。ま
た、県市のコンテナ補助制度
を活用してもらうことで新潟港
の利用促進を図ることができ
ました。（R7：3社が市補助活
用）

（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

港、空港、新潟駅、高速道路などの広域交通インフラの利便性が
以前と比べて向上していると思う市民の割合

評価 目標達成状況 今後の方針

R7.4.1

万代島多目的広場
の利用件数及び利
用者数

万代島地区において、人中心の
ウォーカブルな空間形成に資する
環境の整備や良好な景観形成、
緑化の推進、水辺空間の魅力創
出、公共空間の利活用など、公民
連携による取組を進めることで、
魅力と価値の向上につなげます。

行政・民間等関係
者との連携強化

・万代島地区の更なる展開に向
け、エリア関係者との調整を密に
行うとともに、次年度以降、公共
空間活用の推進や広報充実の
検討など新たな取組を実施しな
がら、エリアの魅力と価値の向上
を図ります。

万代島多目的広場
次期指定管理者の
選定

万代島にぎわい空間
の創造事業（多目的
広場関係事業）

万代島地区のにぎわい創出に
向け、指定管理者とともに万代
島多目的広場の利用促進に取
り組みながら、持続可能な公民
連携体制の構築を目指しま
す。〔前年度の利用件数：131
件、利用者数：145,890人〕

○

・指定管理者による管理のも
と、円滑な施設運営や、積極
的な利用者誘致や自主事業
の実施などにより、利用延べ
日数と来場者数が前年度以上
になった.。
・万代島地区多目的広場の設
置目的を踏まえ、次年度以降
の発展的な取組に向けたビ
ジョンを次期指定管理者と共
有し、新年度契約締結の準備
が整いました。

・引き続き専用利用や自主事業
を実施するほか、イベントがない
平日や冬季における施設利用を
図るなど、万代島の賑わい創出
に資する取り組みを指定管理者
とともに実施していきます。

万代島地区において、人中心の
ウォーカブルな空間形成に資する
環境の整備や良好な景観形成、
緑化の推進、水辺空間の魅力創
出、公共空間の利活用など、公民
連携による取組を進めることで、
魅力と価値の向上につなげます。

政策14-2-①
行財1-2-②

空港ビルの財務改
善に向けた関係者
検討会の実施

新潟空港将来ビジョンの実現な
ど、空港行政を円滑に推進するた
め、新潟空港周辺地区のまちづく
りや環境対策について周辺自治
会や県と協議し、地域と空港との
共生を図ります。

まちづくり協議会の
開催

周辺住民との空港周辺の環境対
策に係る協議や航空機騒音測定
結果報告などについて意見交換
を行いながら、引き続き地域と空
港の共生を図っていきます。

新潟空港整備事業費
負担金
新潟空港利用活性化
促進事業

新潟空港将来ビジョンの実現
に向け、国への要望活動や、
国直轄事業の一部負担により
空港機能の改善・強化を図る
ほか、国・県等の関係者と協
議・連携を進めながら、空港の
利用活性化に資する取組を推
進します。

○

・新潟空港将来ビジョンの実現
に向け、空港ビルの財務改善
検討会を実施したほか、空港
コンセッション導入に向けて県
と連携しながら、空港ビルの特
定天井改修や物価高騰への
支援に係る予算を確保するこ
とができました。
・国、県に対し、必要事項を要
望しました。

・将来ビジョンの実現に向けて
は、引き続き空港周辺道路の改
善について庁内外との調整を行
うとともに、空港コンセッションの
導入に係る空ビルの財務改善の
検討や、特定天井工事の進捗確
認、国への要望活動等に係る庁
内外の調整について、県と連携
した取り組みを推進します。

国等への要望活動
の実施

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

実施 実施 施工時期の平準化 R6から取り組みを開始し、現状
把握や意見交換を実施してき
ました。本年度は取り組みの方
向性について、庁内関係所属
とさらなる情報共有に努め、目
標設定（現状：0.75→0.8）の周
知に取り掛かります。

施工時期の平準化の目的
について理解を深め、取組
方法を周知するため、工事
発注に関わる各部や各区
建設課と意見交換を行い
ました。その結果、12月補
正予算への反映や、次年
度に向けた取組の拡充へ
とつなげることができまし
た。

100% 99% 適正な工期設定（週
休二日対象工事の完
全実施）

本市発注工事における週休二
日対象工事の完全実施に向
け、関係課ごとの個別具体の
課題解決の解消に向け一緒に
なって取り組みます。

関係課との意見交換や研
修を通じて意識啓発を図っ
た結果、実施割合は着実
に上昇しました。目標の達
成には至らなかったもの
の、未実施件数は前年度
から半減し、大きな改善が
見られました。

2

60%以上 64% 総合評価方式の見直
し

前年度までの見直し作業に続
けて、R7～R9の3か年で、設計
金額5千万円以上の工事は原
則全てを総合評価方式へ移行
させます。

○

4月に試行から実施に移行
し、9月に制度改正を行い
ました。発注予定に記載の
ない追加工事については、
総合評価方式を採用しても
らい目標を達成しました。

電子化：実施
情報発信：7件
以上

電子化：実施
情報発信：7件

＜受注者向け＞
・提出書類の電子化
・有益な情報発信

受発注間の役割分担を明確に
した上で、提出書類の電子納
品化の推進を図ります。
併せて、工事の品質向上や評
定点の向上に向けたヒントなど
をまとめた情報発信にも取り組
みます。

工事関係書類作成一覧表
の公表により、役割分担を
明確化し、任意様式の拡
大により電子納品化の推
進を図りました。情報発信
として「工事成績評定点の
点数UPのヒント」としてHP
に掲載することで、有益な
情報発信を行いました。

行財1-4-①

推進 推進 ＜発注者向け＞
・情報連絡体制の整
備
・技術職員研修内容
の充実

法改正や指針の見直し、ブロッ
ク単位の取組目標等につい
て、情報共有を図るための連
絡体制を整備します。
工事担当課を対象とした職務
階層ごとに、技術系業務情報
について、これまでにも増して
周知徹底を図ります。

担い手3法の周知、それに
伴う制度の追加や見直し
について、情報提供を行い
ました。今年度より、各所
属での意思決定に反映す
るよう、所属長から所属長
への研修を開始しました。

実施割合

実施割合

1

公共工事の品質確保を図ります。

建設業維持に向けた環境整備に
取り組みます。

受発注者間の連携体制の充実・
整備に取り組みます。

3
連携体制の充実・
整備

連携体制の充実・
整備

今後も電子化や有益な情報
発信を継続し、受発注者間の
連携体制の充実・整備に取
組んでいきます。また、電子
納品の仕組みの見直し検討
に引き続き取組んでいきま
す。

工事発注課の職員がなぜそ
うするのかという理由を知り、
考え、判断する力を養えるよ
う、目的をもって研修を実施
していきます。

○

今後の方針
取組指標

総合的に評価 受注者側にとっては経営の
安定や就業環境の向上につ
ながり、発注者側にとっては
業務の効率化が図られるよ
う、引き続き取り組んでいき
ます。

主な取組（事業）

△

No.

組織目標 指標

評価 目標達成状況

発注者の責務として、週休2
日制を前提とした工事を発注
するとともに、受注者の実施
率向上に向けた取り組みを
継続していきます。

総合評価の案件数が多くな
ることから、入札参加者の負
担軽減に資する、制度見直し
や書類の簡素化に引き続き
取組んでいきます。

組織目標管理シート

年度 令和７年度 R7.4.1（参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

・将来世代のことも大切にした持続可能なまちづくりが進んでいる
と思う市民の割合［総合指標］
・仕事に対する職員満足度

組織名（部） 都市政策部
組織名

（準部・課・機関名）
技術管理課 R8.3.31

○：達成
△：一部未達成
×：未達成



作成日

評価日

総合計画（実施計
画）上の位置づけ

Ｒ７目標 Ｒ７結果 取組名称（事業名） 概要

1 政策14-3-①

4回 4回 ・SNSの活用など多様
な情報媒体による効
果的な情報発信を行
います。

　事業PR展等の実施や、「にい
がた２㎞」やシティチャンネルと
の連携、デジタルサイネージ、
LINE等を活用し、万代広場の
段階的供用などの情報発信を
行います。

○

・事業PR展2回（鉄道資料館、
けんせつフェア北陸）
・さわやかトーク宅配便2回
・HP更新12回、SNS発信5回

・上層部利用に
かかる方針（素
案）作成

・西側連絡通路
の将来像につ
いてとりまとめ

・（仮称）バスタ
新潟の上層部
活用への要望
とりまとめ
・連絡通路の将
来像複数パ
ターン検討

新潟駅交通ターミナル
（バスタ新潟）整備

　関係機関との協議を行い、バ
スタ新潟上層部の利活用方針
を検討します。

・南口広場再編検討委員
会を開催し、（仮称）バスタ
新潟の整備における上層
部活用への要望事項をま
とめた。
・バスタ整備にあわせ西側
連絡通路の機能を維持す
るための整備パターンを整
理した。

「新潟駅南口広
場再編基本方
針（案）」の策定

・渋滞対策（実
験）企画取りま
とめ、および
（仮称）バスタ
新潟の上層部
活用への要望
とりまとめ

新潟駅南口広場関連
整備

　新潟駅周辺広域交通事業計
画検討会等の意見を聞きなが
ら、新潟駅南口広場とその周
辺を対象とした施設の再配置
など短期・長期の広場再編基
本方針を検討します。

・南口広場再編検討委員
会における優先課題であ
る渋滞対策について、試行
的な対策の企画をとりまと
めた。あわせて、バスタ整
備における上層部活用へ
の要望事項をとりまとめ
た。

・駅西線北側整
備に向けた用
地取得及び補
償契約の締結

・明石紫竹山線
の現況調査（地
質・既設跨線
橋）の実施

・用地取得およ
び補償契約の
締結

・現況調査を実
施

幹線道路の整備 　ＪＲ東日本との調整を図りな
がら幹線道路の整備を推進し
ます。

・駅西線北側整備に向け、
JR東日本と用地取得及び
支障物補償契約を締結し
ました。
・東こ線橋撤去に向け、現
況調査を実施しました。

側道３号の整
備に着手

・整備着手 高架側道（生活道路）
の整備
（全体計画5路線）

　JR東日本や沿線住民と調整
を図りながら地域の利便性を
向上する高架側道の整備を推
進します。

・側道の整備として、下水
道工事に着手しました。

ペデストリアン
デッキ及び万
代広場西側（タ
クシープール
等）の概成

・ペデストリアン
デッキR8.4供用
予定
・タクシープー
ルR8.2供用

万代広場の整備 　ペデストリアンデッキおよび、
タクシープールについて、R8.4
月の供用に向けて整備を推進
します。

整備完了した施設の順次
供用として、R7.11月に西
側シェルター供用をはじ
め、タクシープール、ペデ
ストリアンデッキ、トイレ、イ
ベントスペース（一部）の供
用を開始しました。

4 行財1-4-①

6回（10人） 23回(40人) 職員の能力向上 　視察対応や地元説明会、各
種研修会の開催・参加を通じ
て、職員の資料作成力や説明
力の向上を図ります。

○

さわやかトークほか、多く
の視察対応など、職員の
説明機会を通じたスキル
アップに繋げました。

No.

R7.4.1

組織名（部） 都市政策部
組織名

（準部・課・機関名）
新潟駅周辺整備事務所 R8.3.31

組織目標管理シート

年度 令和７年度 （参考）
関連する総合計画に
おける政策指標

港、空港、新潟駅、高速道路などの広域交通インフラの利便性が
依然と比べ向上していると思う市民の割合

　職員の専門知識とプレゼンテー
ション能力を高めます。

視察対応、地元説
明会、研修会等の
開催回数（延べ人
数）

・担当する業務を通じて資料
作成力や説明力を鍛えるとと
もに、所内の情報共有を行い
職員の能力向上に努めま
す。

組織目標 指標

評価 目標達成状況 今後の方針
取組指標

・令和9年度春の万代広場全
面供用に向け、整備を進めて
いきます。

駅南口広場関連の
施設再編にかかる
素案作成

　新潟駅周辺整備事業の情報発
信の強化に努めます。

事業進捗状況等の
情報発信

・完成後の姿や段階的供用
の状況など、整備に関する情
報を市民に分かりやすく発信
していきます。

主な取組（事業）

・（仮称）バスタ新潟の検討の
進捗状況を踏まえて、基本方
針（案）を取りまとめ、施設再
編を進めます。

2 ○

新潟駅交通ターミ
ナル（バスタ新潟）
の早期供用に向け
た国交省との連携

・引き続き、国と連携しなが
ら、バスタ整備に関する課題
の整理と検討を進めます。

3

　新潟駅周辺における、駅前広場
整備や幹線・生活道路整備などの
主要事業を着実に進めます。

政策14-3-①

幹線道路の整備

○

・駅西線北側部分の早期供
用に向け、関係機関との協
議及び整備を進めていきま
す。

・明石紫竹山線の整備に向
け、詳細設計など整備に必
要な作業を進めていきます。

高架側道（生活道
路）の整備

万代広場の整備

・令和8年度及び9年度の供
用開始に向け、整備を進めて
いきます。

政策14-3-①

　南口広場について、未利用地の
有効活用を図りつつ、現状課題を
解決し、周辺環境の将来の変化を
見据えたアップデートを行います。

○：達成
△：一部未達成
×：未達成


